
東北防衛局達第１９号 

 

 東北防衛局部長等の専決及び代決に関する規則を次のように定める。 

 

  平成１９年９月１日 

東北防衛局長 酒 井 隆 

 

   東北防衛局の部長等の専決及び代決に関する規則 

 

               改正 平成３１年３月１２日 東北防衛局達第１号 

令和２年３月３１日 東北防衛局達第１号 

令和３年３月２９日 東北防衛局達第３号 
令和５年３月３１日 東北防衛局達第５号 
令和６年３月２９日 東北防衛局達第３号 

 （通 則） 

第１条 東北防衛局長（以下「局長」という。）の決裁事項についての専決及び代決

は別に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 （定 義） 

第２条 この規則において「専決」とは、常に局長に代わって局長の決裁事項のうち

特定事項について決裁することをいう。「代決」とは、局長又は専決すべき者が出

張、休暇その他の理由により不在であって、かつ、当該事項が至急に処理されなけ

ればならないときに、それらの者に代わって当該事項について決裁することをいう。 

 （専決事項） 

第３条 各部長の専決事項は、別表のとおりとする。ただし、重要なもの又は異例な

ものを除く。 

 （代 決） 

第４条 次の表の左欄に掲げる者の代決は右欄に掲げる者が行う。 

 
局  長 

 

 
各部長（所管事項に限る。） 

総務部長 

 

 総務課長 （総務課所管事項に限る。） 

   
 会計課長 （会計課所管事項に限る。） 
 
 契約課長 （契約課所管事項に限る。） 
 



企画部長 

 

 企画部次長 

 

 地方調整課長（企画部次長が整理する事務を除く。） 
 

調達部長 

 

 調達部次長 

 

 調達計画課長（調達部次長が整理する事務を除く。） 
 

三沢防衛事務所長 

 

 次長 

 

 労務対策官（労務対策官の総括する事務に限る。） 
 

郡山防衛事務所長 

 

 

 主任検査官 

 

 

２ 代決を行った者は、速やかにその権限を有する者に報告しなければならない。 

   附 則 

 この規則は、平成１９年９月１日から施行する。 

   附 則 〔平成３１年３月１２日東北防衛局達第１号］ 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 〔令和２年３月３１日東北防衛局達第１号］ 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 〔令和３年３月２９日東北防衛局達第３号］ 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
   附 則 〔令和５年３月３１日東北防衛局達第５号］ 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
   附 則 〔令和６年３月２９日東北防衛局達第３号］ 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
 



別表 

   第１ 総務部長専決事項 

 

 

 

 

事     項 

 

 １ 

 

 ２ 

 

 ３ 

 

 

 ４ 

 

 ５ 

 

 

 ６ 

 

 ７ 

 

 

 ８ 

 

 ９ 

 

 

 

１０ 

 

１１ 

 

 

 

１２ 

 

 

１３ 

 

１４ 

 

 

 

  法令及び局規則等の解釈 

 

  局務についての企画、立案及び総合調整 

 

  東北防衛局における公印に関する規則（平成１９年東北防衛局達第４号）

第３条の規定による公印の届出 

 

  東北防衛局の所掌事務に関する広報 

 

  調査、統計の作成及び資料の収集並びに同意書及び申請書等の取付け 
（総務部所管事項に限る。） 

 

  局書式の制定及び改正 

 

  総務部の職員（部長、課長、室長及び報道官を除く）の自衛隊の航空機へ

のとう乗依頼 

 

  防衛事務所の職員（所長を除く。）の自衛隊の航空機へのとう乗依頼 

 

  行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。

以下「情報公開法」という。）第１０条第２項の規定による開示決定等期限

の延長の決定 

 

 情報公開法第２３条の規定による施行状況調査の報告 

 

  防衛省本省の情報公開に関する訓令（平成１３年防衛庁訓令第３９号）第

１８条、第１９条、第２０条及び第２１条の規定による開示請求者への通知 

 

 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８

号。以下「個人情報保護法」という。）第１９条第２項の規定による開示決

定等期限の延長の決定   
 

 個人情報保護法第４９条の規定による施行状況調査の報告 

 

  防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに行政機関

非識別加工情報提供に関する訓令（平成１７年防衛庁訓令第３４号）第２２

条、第２３条及び第２４条の規定による開示請求者への通知 



 
１５ 

 

 

 

１６ 

 

１７ 

 

 

 

１８ 

 

 

１９ 

 

 

 

２０ 

 

２１ 

 

 

２２ 

 

 

２３ 

 

 

２４ 

 

 

２５ 

 

 

２６ 

 

２７ 

 

 

２８ 

 

 

 
  防衛省の広報活動に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓令第３６号。以下「

広報訓令」という。）第６条の規定に基づく広報活動実施計画の防衛大臣へ

の報告 

 

 広報訓令第１６条の規定による広報活動実施結果の防衛大臣への報告 

 

  隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓

令第６６号。以下「人事管理基準訓令」という。）第１９条の規定による通

知 

 

 人事管理基準訓令第２４条第３項の規定による赴任の期間の延長（局長、

部長、次長、課長、室長、報道官、総括建設監督官及び所長を除く。） 

  
 事務官等の採用方法及び手続に関する訓令（平成２４年防衛省訓令第５ 
号）第７条の規定による通知、同訓令第１７条の規定による報告及び同訓令

第２１条の規定による周知に関する事務 

 

 人事院規則８－１２（職員の任免）第１２条第２項の規定による通知 

 

  人事院規則９－８０（扶養手当）第４条の規定による扶養親族の認定又は

改定 

 

  人事院規則９－２４（通勤手当）第４条の規定による通勤届の確認及び通

勤手当の決定又は改定 

 

 人事院規則９－５４（住居手当）第６条の規定による住居届の確認及び住

居手当の決定又は改定 

 

  人事院規則９－８９（単身赴任手当）第８条の規定による単身赴任届の確

認及び単身赴任手当の決定又は改定 

 

 給与の留守宅渡及び扶養親族に関する届出の特例手続に関する訓令（昭和

３５年防衛庁訓令第３９号）に基づく事務 

 

  恩給の請求に係る書類の審査及び送付 

 

  駐留軍関係業務手当に係る駐留軍関係業務実施計画書及び駐留軍関係業務

実績報告書の作成及び提出 

  

 国家公務員宿舎法（昭和２４年法律第１１７号。以下「宿舎法」とい 
う。） 第６条第２項に規定する職員の住宅事情に関する資料の提出 

 



 

２９ 

 

 

３０ 

 

 

３１ 

 

３２ 

 

３３ 

 

３４ 

 

３５ 

 

３６ 

 

 

３７ 

 

 

 

３８ 

 

 

３９ 

 

４０ 

 

４１ 

 

４２ 

 

４３ 

 

４４ 

 

 

４５ 

 

 

 

 宿舎法第１３条の２の規定による省庁別宿舎の廃止等についての財務大臣

への協議に係る事務（職員の宿舎に係るものに限る。） 

 

 宿舎法第１３条の３の規定による貸与者監督、第１８条までの宿舎の維持

及び管理等に係る事務  
 

 宿舎法第１３条の４及び第１４条の規定による貸与者の選定  
 

  宿舎法第１５条第１項の規定による有料宿舎の使用料の決定 

 

 宿舎法第１７条の規定による修繕事務 

 

 宿舎法第１８条の規定による明渡事務 

 

 宿舎法第２０条の規定による宿舎の現況に関する記録の備付け 

 

  国家公務員宿舎法施行令（昭和３３年政令第３４１号）第９条の規定によ

る無料宿舎を貸与できる者の指定 

 

 国家公務員宿舎法施行令第１６条かっこ書きに規定する財務大臣が定める

場合の取扱いについて（昭和４６年３月２０日蔵理第９９２号）第３項第１

号の規定による宿舎損害賠償金軽減申請（承認）書の提出 

 

 国家公務員宿舎法施行規則（昭和３４年大蔵省令第１０号。以下「宿舎法

施行規則」という。）第８条の規定による宿舎貸与申請書の受理 

 

 宿舎法施行規則第９条の規定による宿舎貸与の承認及び承認書の交付 

 

 宿舎法施行規則第１０条の規定による同居の申請書の受理及び承認 

 

 宿舎法施行規則第１２条第２項の規定による貸与の承認の取消し 

 

 宿舎法施行規則第２３条の規定による宿舎明渡猶予申請書の提出 

 

 宿舎法施行規則第３２条の規定による宿舎状況の報告書の作成 

 

 国家公務員宿舎事務取扱準則（昭和３４年大蔵省訓令特第６号）第１４条

の規定による合同宿舎貸与要求書の提出及び貸与承認書の交付 

 

 国家公務員宿舎事務取扱準則第１５条の規定による合同宿舎の貸与を受け

ている職員の転任等の通報及び合同宿舎の使用料の控除を行う支出官等の異

動の通報並びに宿舎の維持管理に関する軽微な事務 



 

４６ 

 

 

４７ 

 

 

４８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４９ 

 

 

５０ 

 

 

 

５１ 

 

５２ 

 

  
  予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１１６条の規定に 

よる帳簿金庫の検査員の指定 

 

  物品管理法施行令（昭和３１年政令第３３９号）第４４条第２項の規定に

よる検査員の指定 

 

 防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防衛省訓令第１１８号）第１１

条の規定による土地及び建物以外の財産の取得（部局長限りで処理するもの

に限る。）、同規則第１３条の規定による登記の嘱託、同規則第１６条第２

項の規定による所属替（部局長限りで処理するものに限る。）、同規則第１

７条の規定による用途変更、同規則第１９条第２項の規定による使用の承認

（従前の目的、面積若しくは使用料を変更して許可しようとする場合又は許

可期間の満了後引き続き５年以上にわたり許可しようとする場合を除く。）

、同規則第１９条第３項の規定による使用の承認、同規則第１９条第４項の

規定による報告、同規則第２０条の規定による他の部局の使用に関する事務

、同規則第２１条第１項の規定による使用の許可、同規則第２１条第４項の

規定による使用の許可（部局長限りで処理するものに限る。）、同規則第２

１条第５項の規定による使用の許可（従前の目的、面積若しくは使用料を変

更して許可しようとする場合又は許可期間の満了後引き続き５年以上にわた

り許可しようとする場合を除く。）、同規則第２１条第６項の規定による事

務、同規則第２２条第２項及び第３項の規定による事務、同規則第２５条の

規定による通知、同規則第２６条の規定による事務、同規則第２７条第１項

の規定による協議､同規則第２８条の規定による通知､同規則第２９条の規定

による報告、同規則第３２条の規定による事務、同規則第３３条の規定によ

る報告、同規則第３４条の規定による事務、同規則第３５条第１項の規定に

よる事務、同規則第３５条第２項の規定による報告､同規則第３６条第１項

の規定による事務､同規則第４１条の規定による事務、同規則第４２条の規

定による事務、同規則第４３条の規定による事務、同規則第４４条の規定に

よる事務並びに同規則第４５条の規定による事務（総務部所管事項に限 
る。） 

 

  国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律第１１４号）第１２条の

規定による債権発生の歳入徴収官への通知 

 

  国有資産等所在市町村交付金法（昭和３１年法律第８２号）第３条の規 

定による交付金額の算定に伴う固定資産の価格等の照会及び同法第７条の規

定による台帳価格等の通知 

 

 庁用自動車の運転を行う職員の認定に関する事務 

 

  建設工事の請負契約に係る施工体制確認型総合評価落札方式の適用に関す

る事務処理要領の運用について（平成２８年３月３１日。防整施第７１２０



 

 

 

５３ 

 

 

 

 

５４ 

 

５５ 

 

 

５６ 

 

 

 

５７ 

 

 

５８ 

 

 

５９ 

 

 

６０ 

 

 

 

６１ 

 

 

 

 

 

６２ 

 

 

６３ 

 

 

６４ 

号）に規定する施工体制確認型総合評価方式の適用に関する事務処理要領第

１０の規定による落札者決定結果の報告 

 

 建設工事に係る技術業務の契約等における総合評価落札方式の実施細則の

運用について（平成２８年３月３１日。防整施第７１１２号）に規定する建

設工事に係る技術業務の契約等に係る総合評価落札方式の実施細則の運用第

４の規定による技術提案等評価結果の報告 

 

 建設工事等の契約に係る競争参加資格申請書の随時登録 

 

 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和５５年政令

第３００号）第１４条の規定による落札者等の公示 

 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び同施行令の取 

扱いに係る細部事項について（平成２８年３月３１日。防整施第６９３９ 

号）第２第４項の規定による工事入札状況の送付等 

 

 駐留軍等労働者の雇入れ、昇格その他の人事及び雇用の終了に関する訓 

令（平成１９年防衛省訓令第１１２号）第６条に基づく事務 

 

 駐留軍等労働者永年勤続者表彰実施基準について（平成２３年９月１４ 
日。防地労第１１１３４号）の規定による事務 

 

 駐留軍等労働者永年勤続者表彰実施基準の運用について（平成２３年９月

１４日。地労第１１１３５号）の規定による事務 

 

  駐留軍労働者及び公共事業労務者に支払うべき給与金支払に関する特別取

扱規則（昭和２６年大蔵省令第７１号）第３条第２項の規定による委託契約

の報告 

 

 特別調達資金経理取扱細則（平成１９年防衛省訓令第７１号）第５条第１

項の規定による特別調達資金使用計画要求書の作成及び提出、同訓令第６条

第１項の規定による特別調達資金要求書の作成及び提出並びに同訓令第４５

条第２項の規定による特別調達資金請求済額等報告書及び特別調達資金請求

額等総報告書の作成及び提出 

 

 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条の規定による防火管理者の選

任及び解任 

 

 消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第３条第１項の規定による

消防計画及び消防計画変更の届出 

 

 長時間労働に係る面接指導の実施状況の報告等について（平成２９年３月
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６６ 

 

 

 

 

６７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６８ 

 

 

 

 

 

 

 

６９ 

 

 

３１日防地労第４８７８号）別添第７の規定による面接実施状況の報告 
 

 駐留軍等労働者の組織する労働組合に関する事務の取扱いについて（平成

１４年４月１日施本業第５号（ＣＯＬ））別紙第１項の規定による労働組合

の組織状況の報告 

 

 駐留軍等労働者の給与及び旅費に関する事務の取扱いについて（平成１４

年４月１日施本業第９号（ＣＯＬ））の別紙４（３）の規定による給与等支

払実績報告書、理由別退職状況表、退職手当非受給者内訳表及び退職手当支

給計算書の報告 

 

 駐留軍等労働者の福利厚生に関する事務の処理について（平成１９年３月

３０日施本業第５５号（ＣＳＬ））別添第２第３第３項の規定による衛生管

理者等選任状況及び安全衛生委員会運営状況表の提出、同通知別添第２第４

第２項の規定による安全衛生計画費実施状況報告書の作成及び提出、同通知

別添第２第５第１項の規定による駐留軍等労働者の死亡又は重症に係る書類

の提出、同通知別添第２第５第２項の規定による業務上災害及び通勤災害の

発生に係る書類の提出、同通知別添第４第６第２項の規定による宿舎等の貸

与の決定、同通知別添第４第７第１項の規定による宿舎の使用料の制定、同

通知別添第４第９第１項の規定による宿舎明渡し猶予の承認、同通知別添第

４第９第３項の規定による宿舎明渡猶予承認書の交付並びに同通知別添第６

第１０の規定による駐留軍等労働者職業訓練等実施結果報告書の作成及び提

出 

 

 駐留軍等労働者の産業医等及び健康診断等の実施等に関する事務の処理に

ついて（平成１９年３月３１日施本業第５７号（ＣＳＬ））別添第４第３項

の規定による産業医施設巡視結果報告書、産業医健康相談等実施結果報告書

及び産業医面接指導実施結果報告書の作成及び提出、同通知別添第５第５項

の規定による健康相談費実施状況報告書の作成及び提出並びに同通知別添第

７第２項の規定による保健師勤務状況表及び保健師指導等実施結果報告書の

作成及び提出 

 

  上記に掲げる以外のもので事案の内容が局長の意思決定を比較的必要とし

ない通常業務或いは専門的知識に基づいて行う通常業務 

 

 

  



別表 

   第２ 企画部長専決事項 

 

 

 

 

事     項 

 

 １ 

 

 

 ２ 

 

 

 ３ 

 

 

 

 ４ 

 

 

 

 ５ 

 

 

 

 

 ６ 

 

 

 

 ７ 

 

 

 ８ 

 

 

 

 ９ 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 調査、統計の作成及び資料の収集並びに同意書及び申請書等の取付け  

（企画部所管事項に限る。） 

 

  企画部の職員（部長、次長、課長及び室長を除く｡）の自衛隊の航空機へ

のとう乗依頼 

 

  行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２ 
号。以下「情報公開法」という。）第１０条第２項の規定による開示決定等

期限の延長の決定 

 

 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８

号。以下「個人情報保護法」という。）第１９条第２項の規定による開示決

定等期限の延長の決定 

 

  防衛施設周辺対策事業補助金等交付事務取扱規則（平成１９年防衛省訓令

第８０号。）第３条第３項の規定による送付、同規則第４条第１項の規定に

よる通知、同規則第６条第２項の規定による報告及び同規則第９条の規定に

よる報告 

 

  飛行場等周辺の移転補償等の実施に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第

８９号。以下「移転補償訓令」という。）第４条の規定による建物等調書の

作成及び同訓令第１２条の規定による土地調書等の作成 

 

  移転補償訓令第１９条の規定による所有権移転登記手続きの事務及び同訓

令第２１条の規定による移転等補償金及び土地代金等の支払報告 

 

  防衛施設周辺防音事業に係る音響の強度及び頻度の測定等に関する訓令（

平成１９年防衛省訓令第８８号）第５条の規定による音響状況等報告書の提

出 

 

  合衆国軍隊等の行為等による被害者等に対する賠償金の支給等に関する省

令（昭和３７年総理府令第４２号。以下「賠償金支給等省令」という。）第

４条第２項の規定による損害賠償請求書の送付   
   
 賠償金支給等省令第５条第１項の規定による現地の合衆国軍隊の賠償担当

官への通知及び事故発生証明書の取付け並びに同条第２項の規定による損害

状況等報告書の作成及び送付 



 

１１ 

 

 

１２ 

 

１３ 

 

 

１４ 

 

１５ 

 

 

 

１６ 

 

 

１７ 

 

 

１８ 

 

 

 

 

 

 

１９ 

 

 

２０ 

 

 

２１ 

 

 

 

 

２２ 

 

２３ 

 

 

  賠償金支給等省令第８条第１項の規定による賠償金の額の決定及び同意書

の取付け並びに同条第２項の規定による支払報告書の作成及び送付 

 

  賠償金支給等省令第１１条の規定による請求者への通知 

 

  賠償金支給等府令第１２条第１項及び第２項の規定による報告書等の作成

及び送付 

 

  賠償金支給等省令第１５条第２項の規定による支払完了報告 

 

 連合国占領軍等の行為等による被害者等に対する給付金の支給に関する法

律施行規則（昭和３６年総理府令第６２号）第４条第１項及び第２項の規定

による認定の通知  
 

 被害者等給付金支給細則（平成１９年防衛省訓令第８６号）第９条の規定

による給付金の支給及び報告  
 

 施設発生物品等の輸送、寄託又は物品の寄託に伴う荷役に関する契約書の

写しの送付 

 

 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づ

く施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定第二十

四条についての新たな特別の措置に関する日本国とアメリカ合衆国との間の

協定第２条の規定に基づく経費の負担に係る地方防衛局等において行う事務

について（平成１３年通達施本第１０５３号）の記の１の規定による光熱水

料等支払実績表の報告 

 

 旧賠償機器返還処理に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第９４号）第１

０条第１項の規定による旧賠償機器返還処理状況報告書の提出 

 

 駐留軍の施工する工事の調整に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第９５

号）第８条の規定による工事調整処理報告書の提出 

 

  自衛隊の訓練等に必要な制限水域の設定及びこれに伴う損失補償に関する

訓令（平成１９年防衛省訓令第６３号。以下「自衛隊漁業補償訓令」とい 
う。）第９条第２項の規定による通知、同訓令第１０条の規定による操業制

限等の通知及び同訓令第１５条第２項の規定による送付 

 

  自衛隊漁業補償訓令第２０条の規定による漁業権等の行使制限の通知 

   
 自衛隊漁業補償訓令第２６条の規定による処理報告 

 



 

２４ 

 

 

 

 

２５ 

 

２６ 

 

 

２７ 

 

２８ 

 

 

 

２９ 

 

 

 

３０ 

 

 

 

３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  駐留軍の制限水域に存する漁業権等の行使制限及び漁船の操業制限等並び

にこれらに伴う損失補償に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６２号。以

下「駐留軍漁業補償訓令」という。）第１４条の規定による補償金支払の報

告第１４条の規定による補償金支払の報告 

 

  駐留軍漁業補償訓令第２６条の規定による補償金支払の報告 

 

  土地等中間補償の処理に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第１０１号｡

以下「中間補償処理訓令」という。）第３条の規定による損害発生の通知 

 

  中間補償処理訓令第１０条第６項の規定による再審査結果の通知 

 

  特別損失補償の処理に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６４号）第３

条の規定による送付並びに同訓令第８条第２項の規定による損失補償支払完

了の報告及び通知 

 

  防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律第１３条に基づく損失補償

処理に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第９０号）第７条第２項の規定に

よる損失補償支払完了の報告及び通知 

 

 漁業補償等処理事務費の取扱いについて（平成２０年３月３１日。地補第

４１３４号）別紙の記の９の規定による漁業補償等処理事務費執行状況の報

告 

 

  防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防衛省訓令第１１８号）第１１

条の規定による土地及び建物以外の財産の取得（部局長限りで処理する 

ものに限る｡）、同規則第１３条の規定による登記の嘱託、同規則第１６条

第２項の規定による所属替（部局長限りで処理するものに限る。）、同規則

第１７条の規定による用途変更、同規則第１９条第２項の規定による使用の

承認（部局長限りで処理するものに限る。）、同規則第１９条第３項の規定

による使用の承認、同規則第１９条第４項の規定による報告、同規則第２０

条の規定による他の部局の使用に関する事務、同規則第２１条第１項の規定

による使用の許可、同規則第２１条第４項の規定による使用の許可（部局長

限りで処理するものに限る。）、同規則第２１条第５項の規定による使用の

許可、同規則第２１条第６項の規定による事務、同規則第２２条第２項及び

第３項の規定による事務、同規則第２５条の規定による通知、同規則第２６

条の規定による事務、同規則第２７条第１項の規定による協議、同規則第２

８条の規定による通知、同規則第２９条の規定による報告、同規則第３２条

の規定による事務、同規則第３３条の規定による報告、同規則第３４条の規

定による事務 、同規則第３５条第１項の規定による事務、同規則第３５条

第２項の規定による報告、同規則第３６条第１項の規定による事務、同規則

第４１条の規定による事務、同規則第４２条の規定による事務、同規則第４
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３３ 

 

 

 

３４ 

 

３５ 

 

３６ 

 

 

３７ 

 

３８ 

 

３９ 

 

４０ 

 

４１ 

 

４２ 

 

 

４３ 

 

４４ 

 

 

 

 

３条の規定による事務、同規則第４４条の規定による事務並びに同規則第４

５条の規定による事務（企画部所管事項に限る。） 

 

  防衛省所管国有財産（施設）の取扱いに関する訓令（昭和３８年防衛庁訓

令第３０号）第６条の規定による供用に関する事務、同訓令第７条の規定に

よる仮供用に関する事務、同訓令第８条第２項の規定による供用廃止に関す

る事務、同訓令第１２条の規定による使用許可書の交付、同訓令第１３条の

規定による通知、同訓令第１４条第３項の規定による事務、同訓令第１５条

の規定により同訓令第１２条、第１３条及び第１４条第３項の規定を準用す

る場合の事務、同訓令第１７条の規定による事務並びに同訓令第１８条第１

項の規定による寄附の受納 

 

 防衛省所管国有財産（普通財産）の取扱いに関する訓令（平成１９年防衛

省訓令第７８号。以下「普通財産取扱訓令」という。）第９条の規定による

普通財産の引継ぎ 

 

 普通財産取扱訓令第１１条の規定による台帳未登記財産の引継ぎ  

 

 普通財産取扱訓令第１３条の規定による返還書等の徴収 

 

 普通財産取扱訓令第１６条の規定による使用承認通知及び普通財産一時使

用条件承諾書の徴収 

 

 普通財産取扱訓令第２１条第３項の規定による増減異動通知 

 

  普通財産取扱訓令第２３条の規定による修繕又は模様替えの通知 

 

  普通財産取扱訓令第２４条第２項の規定による財産受渡証書副本の送付 

 

 普通財産取扱訓令第２５条の規定による普通財産取得報告書の送付 

 

  普通財産取扱訓令第２６条の規定による引継不適当財産取得通知 

 

  普通財産取扱訓令第２９条の規定による普通財産処分通知書等の送付及び

報告 

 

 駐留軍提供施設調査表等の報告 

  
 国有資産等所在市町村交付金法（昭和３１年法律第８２号）第３条の規定

による交付金額の算定に伴う固定資産の価格等の照会及び同法第７条の規定

による台帳価格等の通知 
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４９ 

 

 

５０ 

 

 

５１ 

 

５２ 

 

 

５３ 

 

５４ 

 

５５ 

 

 

５６ 

 

 

５７ 

 

 

 

５８ 

 

５９ 

 

６０ 

 

 駐留軍から返還された民公有土地等の引渡し等に関する訓令（平成１９年

防衛省訓令第７５号。以下「民公有地等の引渡し等訓令」という。）第６条

の規定による引渡の通知 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第７条の規定による返還財産の引渡し 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第１３条の規定による利用あっせんのための調

査に係る事務 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第１４条の規定による第三者に対する調査に係

る事務 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第１８条の規定による国有財産利用あっせん状

況の報告 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第２４条第２項の規定による入札状況報告書等

の提出 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第３１条の規定による工事完成報告書等の提出 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第３４条の規定による申請等の委任等に係る事

務 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第４０条の規定による通知 

 

 民公有地等の引渡し等訓令第４１条第５項の規定による再審査結果の通知 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３５条の規定による道路占用の協

議 

 

 国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第２０条の規定による国有財産の

貸付 

 

 駐留軍の用に供する土地等の賃借等の処理に関する訓令（平成１９年防衛

省訓令第７６号。以下「賃借等処理訓令」という。）第７条第１項及び第４

項の規定による所有者等への使用の通知 

 

 賃借等処理訓令第８条の規定による所有者等への使用廃止の通知 

 

 賃借等処理訓令第２１条第３項の規定による工事代行通知 

 

 賃借等処理訓令第２２条第２項の規定による移転代行通知 
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７１ 

 

 

 

 賃借等処理訓令第２３条第２項の規定による宅地造成通知 

 

 賃借等処理訓令第３６条第２項の規定による損失補償評価調書案の報告 

 

 賃借等処理訓令第４３条第５項の規定による再審査結果の通知 

 

  賃借等処理訓令第５５条の規定による賃（転）貸人に対する賃貸借契約期

間更新依頼書の送付及び契約更新承諾書の同意 

 

 賃借等処理訓令第５８条の規定による貸付解除に伴う損失補償の通報 

 

 提供施設の管理、緩衝地帯の整備等に係る工事の事務処理手続に関する訓

令（平成１９年防衛省訓令第１３２号）第１０条、第１１条、第１７条及び

第１８条の規定による報告書の作成及び提出 

 

 駐留軍の用に供する土地等の買収等の手続きに関する訓令（平成１９年防

衛省訓令第９８号）第１２条の規定による国有財産の引継ぎ 

 

 駐留軍及び自衛隊施設等に係る公有財産等の使用許可申請 

 

 民法第４９４条の規定による供託手続依頼 

 

 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１０１条の３の規定

による監督官の指名及び通知 

 

 上記に掲げる以外のもので事案の内容が局長の意思決定を比較的必要とし

ない通常業務或いは専門的知識に基づいて行う通常業務 

 

 
  



別表 

   第３ 調達部長専決事項 

 

 

 

 

事     項 

 

 １ 

 

 ２ 

 

 

 ３ 

 

 

 ４ 

 

 

 

 ５ 

 

 

 

 ６ 

 

 

 

 ７ 

 

 

 

 ８ 

 

 

 ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 苦情等の処理（調達部所管事項に限る。） 

 

 調査統計の作成及び資料の収集並びに申請書等の取付（調達部所管事項に

限る。） 

 

 調達部の職員（部長、次長、課長、室長を除く。）の自衛隊の航空機への

とう乗依頼 

 

 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。

以下「情報公開法」という。）第１０条第２項の規定による開示決定等期限

の延長の決定 

 

  行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８

号。以下「個人情報保護法」という。）第１９条第２項の規定による開示決

定等期限の延長の決定 

 

 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第４条第１項の規定による一

定規模以上の土地の形質の変更の届出及び同法第４条第２項の規定による土

壌汚染状況調査結果の報告 

 

 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９４条第１項の規定による

埋蔵文化財発掘の通知及び同法第９７条第１項の規定による遺跡発見の通知 

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４

号）第１１条の規定による一定規模以上の建設工事着手の通知 

 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１５条第１項の規定による建

築工事着手等の届出、同法第１８条第２項の規定による工事着手前の計画の

通知、同法第１８条第４項の規定による構造計算適合判定の申請、同法第１

８条第１６項の規定による工事完了の通知、同法８５条第５項の規定による

仮設建築物等の仮設許可の申請、同法８６条の規定による一の敷地とみなす

こと等による制限の緩和の申請、同法８６条の５の規定による一の敷地とみ

なすこと等の認定及び許可の取消しの申請、同法８７条の規定による建築物

の用途変更の計画の通知及び工事完了の通知、同法８７条の２の規定による

建築設備の計画の通知及び工事完了の通知並びに同法８８条の規定による工

作物の計画の通知及び工事完了の通知 
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 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３

号）第１３条第２項の規定による建築物エネルギー消費性能適合判定の申請

並びに同法２０条第２項の規定による建築物のエネルギー消費性能の確保の

ための構造及び設備に関する計画の通知  

 

 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１１条第１項の規定による危険物

製造所等の設置等許可の申請、同法第１１条第５項の規定による危険物製造

所等の使用前検査の申請及び仮使用承認の申請並びに同法第１７条の３の２

の規定による消防用設備等設置の届出 

 

 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４７条第１項及び第４８条第

１項の規定による工事計画許可の申請並びに同法第４９条の規定による使用

前検査の申請 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の規定による工事施行承認

の申請及び同法第３５条の規定による道路の占用協議 

 

 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第１０条の規定による製造施

設の変更工事の許可の申請、同法１２条第１項の規定による火薬庫の設置等

許可の申請並びに同法第１５条の規定による製造施設及び火薬庫の完成検査

の申請 

 

 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第５０条の規定による専用水道の届

出 

 

 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４１条の規定による同法２４条第

１項（公共下水道）又は第２９条第１項（都市下水路）に規定する行為の協

議 

 

 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第５条第１項の規定による浄化槽設

置等の届出、同法第７条第１項の規定による浄化槽設置後等の水質検査の申

請、同法第１０条の２の規定による浄化槽使用開始の届出及び同法第１１条

の３の規定による浄化槽使用廃止の届出 

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条

第１項の規定によるし尿処理施設又はごみ処理施設設置許可の申請並びに同

法第８条の２第５項の規定によるし尿処理施設及びごみ処理施設の使用前検

査の申請 

 

 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第２４条の規定による河川区域内の

土地の占用許可の申請及び同法第２６条第１項の規定による工作物の新築等

許可の申請 
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 海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第１０条第２項の規定による海岸保

全区域の占用の協議 

 

  海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号）

第１８条の３の規定による海洋施設設置の届出 

 

  都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による開発行為

許可の申請 

 

 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第６条の規定によるばい煙発

生施設設置の届出及び同法第８条の規定による構造等変更の届出 

 

  水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第５条の規定による特定施

設等設置の届出及び同法第７条の規定による構造等変更の届出 

 

 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第１４条の規定による特定建設作

業実施の届出 

 

  航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第の規定による航空保安施設

の届出 

 

  国有林野の管理営繕に関する法律（昭和２６年法律第２４６号）第７条の

規定による国有林野の貸付けに係る申請 

 

  港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３７条の規定による公共空地の占

用に係る協議 

 

 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関する訓令（平成１９年防衛省訓

令第６６号。以下「取得等訓令」という｡）第８条第３項の規定による実施

計画書の作成及び同訓令第１０条第１項の規定による変更実施計画書の作成

（防衛大臣が指定した施設の取得は除く｡） 

 

  取得等訓令第２８条第１項及び第２項の規定による工事契約締結報告書の

提出及び写し送付 

 

 取得等訓令第３０条第１項の規定による工事完成状況報告書の提出及び写

し送付 

 

 提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令（平成１９年防衛省訓令

第１１７号。以下「提供施設整備訓令」という｡）第６条第２項の規定によ

る整備工事実施計画書の作成及び第８条第１項の規定による整備工事変更実

施計画書の作成（防衛大臣が別に定める整備は除く。） 
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 提供施設整備訓令第９条第１項の規定による整備工事契約締結及び工事完

成状況報告書の提出 

 

 提供施設の管理、緩衝地帯の整備等に係る工事の事務処理手続に関する訓

令（平成１９年防衛省訓令第１３２号｡以下｢管理工事訓令」という｡）第１

０条の規定による工事契約締結報告書の提出及び写し送付 

 

  管理工事訓令第１１条の規定による工事完成状況報告書の提出 

 

 工事の実施細目について（通知）（防整技第７１６７号。２８．３．３ 
１。以下「工事実施細目通知」という。）第４第１項の規定による工事設計

図、仕様書、予定価格の基礎となる積算価格内訳明細書その他設計の根拠を

示す書類の作成 
 

 工事実施細目通知第５第２項及び第３項の規定による国有財産登録資料の

手続き及び送付 

 

 工事実施細目通知第６の規定による工事成績の考査 

 

 工事実施細目通知同通知第７、第８及び第９の規定による委託工事の連絡

調整、契約決定の通知及び完成工事の引渡し 

 

 工事実施細目通知第１０の規定による部隊施工・部隊外注工事に対する意

見 

 

 工事実施細目通知第１１の規定による部隊施工工事の実施者及び部隊外注

工事に係る取得等要求機関の長との連絡及び調整 

 

 工事監督の実施細目について（通知）（防整技第７１６５号。２８．３．

３１。以下「工事監督実施細目通知」という。）第３の規定による工事監督

官等の通知 

 

 工事監督実施細目通知第１３第１項の規定による現場代理人等通知書及び

現場代理人等変更通知書の受理 

  

 工事監督実施細目通知第１５の規定による請負代金内訳書及び工程表の提

出 

 

 工事監督実施細目通知第１９の規定による工事進行状況報告書の提出 

 

 工事監督実施細目通知第２１第１項の規定による工事内容変更報告の提出 
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 工事監督実施細目通知第２１第２項の規定による変更部分に係る図面、仕

様書及び見積内訳書の作成並びに工事変更伺書の提出 

 

 工事監督実施細目通知第２２の規定による工事延長申請書の提出 

 

 工事監督実施細目通知第２３の規定による工事完成の遅延の報告 

 

 工事監督実施細目通知第２４の規定による請負代金部分払回数増加願書の

提出 

 

 工事監督実施細目通知第２７第２項の規定による設計図書と工事現場の状

態との不一致等に係る報告 

 

 工事監督実施細目通知第３４第２項の規定による火災保険等の提出 

 

 工事監督実施細目通知第３８の規定による請負工事既済部分検査請求書の

提出 

 

 工事監督実施細目通知第３９の規定による完成通知書及び指定部分完成通

知書の提出 

 

 工事監督実施細目通知第４２の規定による引渡書及び指定部分引渡書の提

出 

 

 工事監督実施細目通知第４４第２項の規定による発生材の報告及び引継 

 

 工事検査の実施細目について（通知）（防整技第７１６６号。２８．３．

３１。以下「工事検査実施細目」という。）第６第３項の規定による中間検

査時期の指定 

 

 工事検査実施細目通知第１１第１項の規定による検査報告の提出 

 

 建設工事標準図等活用発注指針について（通知）（防整技第７３９４号。

２８．４．１）第４第３の規定による調査及び詳細図等の作成に係る承認及

び通知 

 

 建設工事請負契約書について（通達）（防整施（事）第１４６号。２８．

３．３１。以下「工事請負契約書」という。）第９条第１項の規定による監

督官の通知 

 

 工事請負契約書第１０条第１項による現場代理人等指名通知書の受理 
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 工事請負契約書第１１条の規定による履行報告 

 

 工事請負契約書第１９条第３項の規定による条件変更等の調査結果の通知 

 

 工事請負契約書第２０条の規定による設計図書の変更内容通知 

 

 工事請負契約書第２３条第１項の規定による工期の延長請求書の受理 

 

  工事請負契約書第２４条第１項の規定による工期の短縮請求 

 

 工事請負契約書第２７条の規定による賃金又は物価の変動に基づく請負代

金額の変更協議 

 

 工事請負契約書第３３条第１項の規定による工事完成通知書の受理、同条

第２項の規定による検査結果の通知及び同条第４項の規定による引渡書の受

理 

 

 工事請負契約書第３７条第４項の規定による中間前払金の認定 

 

 工事請負契約書第４０条第２項の規定による部分払い請求書の受理及び同

条第３項の規定による既済部分検査結果の通知 

 

 工事請負契約書第４１条第１項の規定による指定部分完成通知書の受理、

指定部分検査結果の通知及び指定部分引渡書の受理 

 

 設計等技術業務委託契約書について（通知）（防整施第６９３４号。２ 
８．３．３１。以下「設計委託契約書」という。）第３条第１項の規定によ

る業務工程表の提出 

 

 設計委託契約書第１０条第２項の規定による再委託の承諾 

 

 設計委託契約書第１３条第１項の規定による監督官の通知 

 

 設計委託契約書第１４条第１項の規定による管理技術者等の通知 

 

 設計委託契約書第１５条第１項の規定による照査技術者の通知 

 

 設計委託契約書第１７条の規定による履行報告 

 

 設計委託契約書第２２条第３項の規定による条件変更等の調査結果通知 

 

 設計委託契約書第２３条の規定による設計図書の変更内容通知 
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 設計委託契約書第２７条の規定による履行期間の延長請求の受理 

 

 設計委託契約書第２８条の規定による履行期間の短縮請求 

 

 設計委託契約書第３６条第１項の規定による業務完了通知書の受理、同条

第２項の規定による検査結果の通知及び同条第３項の規定による引渡書の受

理 

 

 設計委託契約書第４２条第２項の規定による部分払い請求書の受理及び同

条３項の規定による既済部分検査結果の通知 

 

 設計委託契約書第４３条第１項の規定による指定部分完了通知書の受理、

指定部分検査結果の通知及び指定部分引渡書の受理 

 

 事業監理業務委託契約書について（通知）（防整施第６９３５号。２８．

３．３１。以下「監理委託契約書」という。）第５条の規定による再委託の

承諾 

 

 監理委託契約書第７条第１項の規定による監督官の通知 

 

 監理委託契約書第８条第２項の規定による監理技術者等の通知 

 

 監理委託契約書第１１条の規定による履行報告 

 

 監理委託契約書第１４条第３項の規定による条件変更等の調査結果通知 

 

  監理委託契約書第１５条の規定による変更内容の通知 

 

 監理委託契約書第１８条の規定による委託期間等の延長請求の受理 

 

 監理委託契約書第１９条の規定による委託期間等の短縮請求 

 

 監理委託契約書第２６条第１項の規定による業務完了通知書の受理、同条

第２項の規定による検査結果の通知及び同条第３項の規定による引渡書の受

理 

 

 監理委託契約書第２９条第２項の規定による部分払い請求書の受理及び同

条第３項の規定による既済部分検査結果の通知 

 

 監理委託契約書第３２条第１項の規定による指定部分完了通知書の受理、

指定部分検査結果の通知及び指定部分引渡書の受理 

 



９６ 

 

 

 

９７ 

 

 

 

９８ 

 

 

 工事成績評定要領について（通知）（防整技第７１６０号。２８．３．３

１）第５の規定による評定結果の提出及び同要領第６の規定による工事成績

評定の通知 

 

 技術業務委託における受注者の業務成績評定について（通知）（防整技第

７１８５号。２８．３．３１）第７の規定による業務成績評定表の提出及び

同通知第８の規定による評定結果の通知 

 

 上記に掲げる以外のもので事案の内容が局長の意思決定を必要としない通

常業務或いは専門的知識に基づいて行う通常業務 

 

 


